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尼崎市用途地域等見直しの基本的な考え方（案） (令和3年11月) 

 

１ はじめに 

用途地域をはじめとする特別用途地区、高度地区及び防火地域・準防火地域等の地域地区（以

下「用途地域等」という。）は土地利用の規制・誘導の基本となるもので、阪神間都市計画区域

では昭和48年に現行都市計画法に基づく用途地域等の指定を実施した後、昭和58年、昭和63年、

平成8年、平成13年、平成19年、平成24年及び平成30年と、これまで7回にわたり、近年ではおお

むね5年ごとに定時的に見直しを実施し、土地利用の適切な誘導に努めてきた。 

前回告示から来年には5年目を迎えることから、社会経済情勢の変化に対応するとともに土地

利用のより適切な誘導に資するため、令和4年度末の告示を目途に、第8回の用途地域等定時見直

しを実施することとする。 

２ 見直しの視点 

  上位計画・関連計画との整合 

県が作成している見直しの基本的な考え方を示した「用途地域等見直し基本方針」を参考と

しつつ、県が令和3年3月に改定した「阪神地域都市計画区域マスタープラン」並びに市が平成

26年3月に改定した「尼崎市都市計画に関する基本的な方針」（以下「都市計画マスタープラン」

という。）及び平成29年3月に策定した「尼崎市立地適正化計画」等の上位計画で示す土地利用

方針との整合性に留意する。 

なお、市は令和4年度に「尼崎市総合計画」の改定を、令和5年度に都市計画マスタープラン

の改定を予定しているため、改定後のそれぞれの計画にて示す方針については次回（第9回）の

用途地域等の見直しにおいて反映させていくこととし、今回は現状で把握している課題のある

地域等についての最小限の見直しとする。 

  土地利用の変化への対応 

土地利用転換の動向に注視し、現行の指定又は目標とする土地利用との間に著しい乖離が見

られる地区については、問題点の把握を行い、必要な方策の検討を行う。 

  地区の特性に応じた対応 

人口減少、防災、環境、経済などの社会情勢の変化への対応に加え、住民や事業者が主体の

まちづくりの支援、地区に即したまちづくりの推進のため、特別用途地区や地区計画などの個

別地区に対応した制度の活用を促進する。 

３ 見直しの基本的な考え方 

現行の都市計画マスタープランで示す土地利用に係る方針に基づき、土地の類型ごと（住宅地、

商業・業務地、工業地）に考え方を示す。 

  住宅地 

  これまでに住居系用途地域の指定とともに、高度地区や準防火地域の指定を行い、良好な住

環境の保全・創出や防災性の向上に努めている。 

ア 現行用途地域指定の維持 

良好な住環境の維持・保全を図るため、住居系用途地域（専用住居地域及び住居地域）を

指定している地区については原則としてその指定を継続する。 

イ 高度地区の指定 

住居系用途地域及び「尼崎市内陸部工業地の土地利用誘導指針（令和元年8月最終改訂）」
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に示す工業複合ゾーン（住工複合地）には、用途地域に応じた高度地区の指定を原則として

おり、それらの地域に変更する場合は、原則併せて高度地区の指定を行うこととする。 

ウ 準防火地域の指定 

都市生活の安全を図るため、準防火地域の指定を原則（低層住居専用地域除く）としてお

り、未指定の工業地域等から住居系用途地域に変更する場合は、併せて準防火地域の指定を

行うこととする。 

エ 地区のまちづくりの推進 

よりよい住環境の保全・創出や改善のため、住民主体のまちのルールづくりに向けた取組

を支援するため、地区計画や地区まちづくりルール制度（尼崎市住環境整備条例）の活用を

促進する。 

  商業・業務地 

尼崎市立地適正化計画において、鉄道駅を中心に「都市機能誘導区域」に設定し、広域拠点、

地域拠点等の位置づけに応じた都市機能の集積を図っている。また、地域特性に配慮した商業

立地を図り、地域に調和したまちづくりを進めるため、平成16年4月に策定した「尼崎市商業立

地ガイドライン」に従い、大規模開発構想届出制度（尼崎市住環境整備条例）による誘導を行

っている。 

ア 鉄道駅周辺 

ＪＲ尼崎駅及び阪神尼崎駅については、「広域拠点」に位置づけており、これまでに市街

地開発事業（市街地再開発事業、土地区画整理事業）の実施に加え、特別用途地区や高度利

用地区、地区計画を指定し、多様な都市機能の集積を図っており、これらにより引き続き土

地利用の誘導を図る。 

また、他の駅周辺地区についても、商業機能の充足による利便性の向上等、引き続き地区

に応じた土地利用の誘導を図る。 

イ 国道2号沿道（沿道型複合地） 

阪神国道線（国道2号）沿道については、商業・業務施設の誘導と災害時の広域避難路･搬

送路、延焼遮断帯として、商業系用途地域に加え、最低限度型の高度地区及び防火地域を指

定しており、これらにより引き続き土地利用の誘導を図る。 

ウ その他の商業地（近隣型商業地） 

住居系用途地域に隣接して市場、商店街等が立地する地区のうち、空き店舗の増加や土地

利用の転換等が顕著な地区については、周辺の住宅地を含めた住環境への影響等を考慮し、

用途地域や形態規制等の変更の検討を行う。 

  工業地 

内陸部の工業地域及び準工業地域については、平成19年3月に策定（令和元年8月に改訂）し

た「尼崎市内陸部工業地の土地利用誘導指針」にて、大規模な工場が立地する「大規模工場立

地ゾーン」と、地区内の住宅系土地利用の比率に応じて区分した「工業保全ゾーン」または「工

業複合ゾーン」に分類し、操業環境の保全を基本としつつ、地区の特性に合わせた土地利用の

誘導を図っている。 

また、臨海部については工業専用地域を指定しており、良好な操業環境の保全を図っている。 

ア 内陸部工業地（工業保全ゾーン・大規模工場立地ゾーン） 

工業地としての操業環境の保全を目的とし、これまでに住宅等の建設を禁止する「工業保

全型特別工業地区（扶桑町地区）」を特別用途地区として指定している。 
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他の地区についても引き続き、地区内の状況に留意し事業者等の意向等を踏まえながら、

操業環境の保全に向けた手法等を検討する。 

イ 内陸部工業地（工業複合ゾーン（住工複合地）） 

既存工業施設の操業環境の保全を基本としつつ、住環境にも配慮して、各地区の特性に応

じた土地利用の誘導を図っており、特別用途地区として、工場と住宅等が共存できる土地利

用を目指す「住工共存型特別工業地区」や、ＪＲ尼崎駅南地区において、既存の事業所の操

業環境の保全しつつ、多様な都市機能の集積を図るため「都市機能誘導特別用途地区」を指

定している。また、上記の特別用途地区及び準工業地域の住工複合地の概ね全域においては、

住工複合地としての住環境に配慮し、住居地域に準じる高さ規制として「第5種高度地区」を

指定している。 

これらの地区については指定した経緯を考慮しつつ原則指定を継続するが、「住工共存型

特別工業地区」については、指定から10年以上が経過し、住宅系の土地利用にほぼ純化する

などの状況変化が著しい地区を対象に、特別用途地区の廃止及び用途地域の変更も含め検討

する。 

また、これらの地区以外についても土地利用の状況や道路の整備状況等も考慮し、住居系

用途地域への変更、高度地区の指定等の検討を行う。 

ウ 臨海工業地 

引き続き工業専用地域の指定を継続し、既存の住宅等の更新、新たな工業利便増進施設に

ついては原則建築許可で対応する。 

エ 大規模な工場跡地 

駅周辺や幹線道路沿道において、大規模な工場跡地での土地利用転換が行われる場合にあ

っては、周辺地域の操業環境及び住環境との調和を図るため、特別用途地区や地区計画など

の適切な活用により土地利用の誘導を図る。 

  その他 

ア 区域境界のわかりやすさ 

用途地域等の境界設定については、地形地物（道路や水路の中心線等）によるわかりやす

いものとすることを原則としているが、見通し線や沿道からの幅取りなどを根拠とする現地

ではわかりにくい箇所、都市施設等の廃止等により変更すべき箇所があり、これらの地区に

ついては、わかりやすい用途地域界の設定に努める。 

イ 市の施策面や市民等からの要望への対応 

市民等から要望が寄せられた地区や市の施策等への対応が必要な地区を対象に用途地域

等の見直しの可否、対応手法を検討する。 

４ 見直しに当たっての留意事項 

  指定経緯の尊重 

従前の規制又は誘導内容等これまでの経緯に配慮する。 

  規制の強化又は緩和 

用途地域等を変更する場合は、現行の各種規制からの強化または緩和となることに留意し、

土地利用の混乱を防止し、周辺地域にも配慮した良好な市街地環境の形成に努めるため、個別

地区として特別用途地区や地区計画などの指定に努める。 

なお、規制の強化となる場合は、多数の不適格建築物が発生しないよう留意する。 
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  形態規制の連続性への配慮 

形態の混在による市街地環境の悪化を防止する場合は、極端な形態規制の差が生じないよう、

形態規制の連続性に配慮し、高度地区や適切な容積率などの指定に努める。 

  都市計画と建築行政の連携 

都市計画法で定める用途地域等の地域地区を基にした適切な土地利用の誘導を実現するに

は、建築基準法による個々の建築活動を通して具現化するため、建築基準法の特例制度の運用

等も含め、都市計画と建築行政の十分な連携を図る。 

  住民参加の促進 

住民の合意形成を円滑にし、目指すべき土地利用の確実な実現を図るため、説明会の開催等

情報提供を積極的に行い、公開性、透明性を確保する。 

また、住民等が主体的に地区のまちづくりに参画できるよう、都市計画に関わる地区まちづ

くりルールや地区計画の提案、都市計画提案制度についても活用を図る。 

  その他 

地区計画や特別用途地区等の個別地区への指定の検討については、今回の定時見直しに関わ

らず適宜対応する。 

５ 見直しの作業フロー 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 見直し後の取組 

用途地域等は概ね 5 年ごとに土地利用に係る状況の変化を踏まえて見直しの要否を検討する

こととされており、次回の第 9 回目は令和 9 年度を目途に、都市計画基礎調査の実施等を通じ

て、土地利用の動向に注視していくとともに、令和 5年度改定予定の都市計画マスタープラン等

で示す土地利用方針を踏まえ検討を行っていく。               （以 上） 

県見直し基本方針 

用途地域等の見直し個所の検討作業 

県との協議 

尼崎市「用途地域等変更（素案）」の作成 

尼崎市都市計画決定手続要綱に基づく意見募集 

尼崎市都市計画審議会（事前説明） 

「用途地域等変更案」の縦覧 

尼崎市都市計画審議会（付議） 

決定告示 

令和 4 年 8 月 

令和 4 年 11 月 

令和 5 年 2 月 

令和 5 年 3 月 

令和 4 年 12 月 

尼崎市都市計画審議会（報告） 

市見直しの考え方 
用途地域等見直し対象地区の抽出 

令和 3 年 4 月 

尼崎市都市計画 
審議会（報告） 
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